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陸 前 高 田 市 議 会 定 例 会 提 出 議 案 等 

番 号 件   名 

報 告 第 １ 号 令和６年度陸前高田市健全化判断比率の報告について 

報 告 第 ２ 号 令和６年度陸前高田市資金不足比率の報告について 

議 案 第 １ 号 教育長の任命について 

議 案 第 ２ 号 教育委員会の委員の任命について 

議 案 第 ３ 号 辺地総合整備計画の策定について 

議 案 第 ４ 号 反訴の提起について 

議 案 第 ５ 号 

陸前高田市議会議員及び陸前高田市長の選挙における選挙運動

用自動車の使用並びにビラ及びポスターの作成の公営に関する

条例の一部を改正する条例 

議 案 第 ６ 号 
陸前高田市印鑑条例及び陸前高田市手数料条例の一部を改正す

る条例 

議 案 第 ７ 号 
陸前高田市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部

を改正する条例 

議 案 第 ８ 号 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

議 案 第 ９ 号 大肝入吉田家住宅復元基金条例の一部を改正する条例 

議案第 1 0 号 陸前高田市市営住宅条例の一部を改正する条例 

議案第 1 1 号 令和７年度陸前高田市一般会計補正予算（第３号） 



番 号 件   名 

議案第 1 2 号 令和７年度陸前高田市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

議案第 1 3 号 令和６年度陸前高田市一般会計歳入歳出決算 

議案第 1 4 号 令和６年度陸前高田市国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

議案第 1 5 号 令和６年度陸前高田市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

議案第 1 6 号 令和６年度陸前高田市介護保険特別会計歳入歳出決算 

議案第 1 7 号 令和６年度陸前高田市水道事業会計決算 

議案第 1 8 号 令和６年度陸前高田市下水道事業会計決算 

 



 

－１－ 

報告第１号 

令和６年度陸前高田市健全化判断比率の報告について 

 令和６年度陸前高田市健全化判断比率について、地方公共団体の財政の健全化に関

する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項の規定により、監査委員の意見を

付けて、次のとおり議会に報告する。 

 

（単位：％）  

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ － １１．６ － 

（１４．０１） （１９．０１） （２５．０） （３５０．０） 

（上段：当市比率（傍線：該当なし）、下段：早期健全化基準）  

 

令和７年９月４日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  



 

－２－ 

報告第２号 

令和６年度陸前高田市資金不足比率の報告について 

 令和６年度陸前高田市資金不足比率について、地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項の規定により、監査委員の意見を

付けて、次のとおり議会に報告する。 

 

特別会計の名称 資金不足比率（％） 

令和６年度陸前高田市水道事業会計 － 

令和６年度陸前高田市下水道事業会計 － 

（傍線：該当なし）  

 

令和７年９月４日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  



１－１ 

議案第１号 

   教育長の任命について 

 次の者を陸前高田市教育委員会の教育長に任命することについて、地方教育行政の

組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第１項の規定によ 

り、議会の同意を求める。 

 

 住  所  陸前高田市米崎町字川西３３番地５ 

 氏  名  山 田 市 雄  

 生年月日  昭和２７年２月４日 

 

  令和７年９月４日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

 提案理由 

 教育長の任期満了に伴い、その後任を任命しようとして提案するものである。  



１－２ 

 参考資料 

 

経   歴   書 

 

 住  所  陸前高田市米崎町字川西３３番地５ 

 氏  名  山 田 市 雄 

 生年月日  昭和２７年２月４日（７３歳） 

 

        学  歴 

 昭和５０年３月 早稲田大学教育学部理学科卒業 

 

        経  歴 

 昭和５０年４月～平成１０年３月 

  岩手県立紫波高等学校講師、富士短期大学花巻高等学校教諭、岩手県立金ケ崎高

等学校教諭、岩手県立遠野高等学校宮守分校教諭、盛岡市立高等学校教諭、岩手県

立大船渡高等学校教諭 

 平成１０年４月～平成１７年３月 

  岩手県教育委員会事務局職員 

 平成１７年４月～平成１８年３月 

  岩手県教育委員会事務局教職員課県立学校人事担当課長 

 平成１８年４月～平成２０年３月 

  岩手県立釜石南高等学校校長 

 平成２０年４月～平成２１年３月 

  岩手県立一関第一高等学校校長 

 平成２１年４月～平成２２年３月 

  岩手県立一関第一高等学校校長、岩手県立一関第一高等学校附属中学校校長 

 平成２２年４月～平成２４年３月 

  岩手県立盛岡第三高等学校校長 

 平成２４年４月～平成２９年９月 

  陸前高田市教育委員会教育長 



１－３ 

 令和２年４月～令和３年３月 

  株式会社共立メンテナンス勤務 

 令和３年４月～現在 

  陸前高田市教育委員会教育長 



議案第２号 

   教育委員会の委員の任命について 

 次の者を陸前高田市教育委員会の委員に任命することについて、地方教育行政の組

織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により、

議会の同意を求める。 

 

 住  所  陸前高田市横田町字西宿１０番地３ 

 氏  名  安 田 留 美 

 生年月日  昭和４９年１月２５日 

 

  令和７年９月４日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓 

 

 

 提案理由 

 教育委員会の委員の任期満了に伴い、その後任を任命しようとして提案するもので

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－１ 



 参考資料 

 

経  歴  書 

 

 住  所  陸前高田市横田町字西宿１０番地３ 

 氏  名  安 田 留 美 

 生年月日  昭和４９年１月２５日（５１歳） 

 

       学  歴 

 平成８年３月 東北大学文学部卒業 

 

       経  歴 

 平成８年４月～平成１０年３月 

  株式会社インプット・ビジョン勤務 

 平成１０年４月～平成１１年１月 

  ＮＴＴ東北テレマ株式会社勤務 

 平成１１年８月～平成１２年６月 

  陸前高田市農業協同組合勤務 

 平成１３年４月～平成１４年３月 

  陸前高田市役所勤務 

 平成１４年４月～現在 

  社会福祉法人陸前高田市社会福祉協議会勤務 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－２ 



 

３－１ 

議案第３号 

   辺地総合整備計画の策定について 

 辺地総合整備計画を別紙のとおり策定するため、辺地に係る公共的施設の総合整備

のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）第３条第１項

の規定により、議会の議決を求める。 

  令和７年９月４日提出 

                       陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

 提案理由 

 二又・小黒山・坂下辺地の辺地総合整備計画を策定しようとして提案するものであ

る。 

 



 

３－２ 

辺 地 総 合 整 備 計 画 
 

 

辺 地 名 

 

 

辺  地  の  概  況 
 

 

 

公共的施設の整備を必要とする事情 

 

公 共 的 施 設 の 整 備 計 画 

辺地を構成 

する町又は 

字 の 名 称 

 

 

地域の中心

の 位 置 

 

 

辺地度

点 数 

 

 

計 画 

期 間 

 

 

施 設

名 

 

 

事業主体名 

 

事業費 

 

 

財 源 内 訳 

 

 

一般財源のうち

辺地対策事業債

の 予 定 額 特 定 

財 源 

一 般 

財 源 

 

二又・小黒

山・坂下辺

地 

 

 

辺 地 

人 口 

296 人 

 

面 積 

13 ㎢ 

 

 

 

 

 

 

 

 

岩手県陸前

高田市矢作

町字二又、愛

宕下、馬越、

鍋谷、山崎、

袖野、信内、

中平、坂下、

上小黒山、下

小黒山 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岩手県陸前

高田市矢作

町字中平 52

番３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

115 点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  二又・小黒山・坂下辺地は、13 ㎢の

面積で、二又地区 17 戸、愛宕下地区 15

戸、馬越地区６戸、鍋谷地区５戸、山

崎地区 24 戸、袖野地区 12 戸、信内地

区９戸、中平地区 14 戸、坂下地区 19

戸、上小黒山地区８戸、下小黒山地区

７戸の集落からなる山村である。 

  当該地区は、矢作多目的研修センタ

ー（矢作地区コミュニティセンター）

を核とする集落であるが、本施設は昭

和 56 年に建築された施設であり、建築

から 44年が経過しており老朽化が進ん

でいる。また、本施設は急勾配な坂の

上に立地しており、緊急時における高

齢者の避難が容易ではなく、冬季に路

面が凍結した際には本施設を利用する

ことが難しい状況となっている。 

  同様に、消防団矢作分団第１部屯所

は昭和 54 年（築 46 年）に、二又診療

所は昭和 59 年（築 41 年）にそれぞれ

建築され、両施設ともに建築から 40 年

以上が経過し老朽化が進んでおり、壁

や外構などにすき間や亀裂が見られ、

劣化が進んでいることから建て直しの

必要がある。 

  以上のことから、平地に位置する旧

矢作小学校の跡地へ矢作地区コミュニ

ティセンター、消防団矢作分団第１部

屯所、二又診療所の３施設を１箇所へ

整備し、当該地区においてソーシャル

キャピタルによるまちづくりを図ろう

とするものである。 

 

令 和

７ 年

度 

～ 

令 和

９ 年

度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

矢 作

地 区

コ ミ

ュ ニ

テ ィ

セ ン

タ ー 

 

 

二 又

診 療

所 

 

 

消 防

団 矢

作 分

団 第

１ 部

屯 所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

陸前高田市 

 

 

 

 

 

 

 

 

陸前高田市 

 

 

 

 

陸前高田市 

 

 

 

 

 

 

合 計 

千円 

403,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

361,000 

 

 

 

 

81,000 

 

 

 

 

 

 

845,000 

千円 

185,300 

 

 

 

 

 

 

 

 

17,000 

 

 

 

 

0 

 

 

 

 

 

 

202,300 

千円 

217,700 

 

 

 

 

 

 

 

 

344,000 

 

 

 

 

81,000 

 

 

 

 

 

 

642,700 

千円 

217,700 

 

 

 

 

 

 

 

 

344,000 

 

 

 

 

81,000 

 

 

 

 

 

 

642,700 



３－３ 

（議案第３号説明資料その１） 
 



（議案第３号説明資料その２） 

３－４ 

 

矢作多目的研修センター 

位 置 図 

二又診療所 

消防団矢作分団第１部屯所 

矢作地区コミュニティセンター 

二又診療所 

消防団矢作分団第１部屯所 

整備計画地 



４－１ 

議案第４号 

   反訴の提起について 

 次のとおり反訴を提起したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６

条第１項第１２号の規定により、議会の議決を求める。 

 

令和７年９月４日提出 

 

陸前高田市長 佐々木   拓  

１ 当事者 

原告となるべき者 陸前高田市 

被告となるべき者 

 

 

２ 請求の要旨 

  陸前高田市教育委員会が所管する旧吉田家住宅主屋に被告となるべき者が所有の

自動車で駐車場に入場した際、工事中の照明設備の土台部分に乗り上げたことによ

り、被告となるべき者所有の自動車下部及び駐車場照明設備の土台部分のアンカー

ボルトが破損した。 

  市はアンカーボルトの修理費用の支払を請求したが、被告となるべき者はカラー

コーン等の安全対策がなされていないのは市の瑕疵である旨主張し、市に対し自動

車の修理費用を請求する訴えを提起したため、被告となるべき者に対してアンカー

ボルトの修理に係る損害賠償金５５，０００円及び弁護士費用５，５００円並びに

令和５年７月８日から支払完了まで年３分の割合による金員の支払いを求める反訴

を提起しようとするもの。 

３ 本件に関する取扱い 

  本件の訴訟は、弁護士に委任する。 

  



４－２ 

参考資料 

 

 事件の概要 

 

１ 令和５年７月８日午前１０時３０分頃、陸前高田市教育委員会が所管する旧吉田

家住宅主屋の見学会に被告となるべき者が訪れ、被告となるべき者所有の自動車が

駐車場に入場した際、工事中の照明設備の土台部分に乗り上げた。これにより照明

設備の土台部分のアンカーボルトを破損した。また、被告となるべき者所有の自動

車下部が破損した。 

２ 令和５年７月３１日、被告となるべき者から、バリケード等の安全対策がなされ

ていなかったのは市の管理責任の瑕疵がある旨の文書が市に送付された。これに対

し、市は顧問弁護士に相談の上、市の管理責任の瑕疵は認められないこと及びアン

カーボルトの修理代相当額５５,０００円を負担すべき旨の文書を被告となるべき

者に送付した。 

３ 令和７年２月２８日、被告となるべき者の代理人である弁護士から、市の管理責

任の瑕疵のため被告となるべき者所有の自動車が破損したのであるから、自動車の

修理費用を支払うべき旨の文書が市に送付された。これに対し、市は顧問弁護士を

通じ、市の管理責任の瑕疵は認められないこと及びアンカーボルトの修理代相当額

を負担すべき旨の文書を、被告となるべき者の代理人である弁護士に送付した。そ

の後複数回文書のやりとりを行ったが解決に至らなかった。 

４ 令和７年７月８日、被告となるべき者は、市に対し自動車の修理費用である 

１６３，１８５円及び令和５年７月８日から支払済に至るまで年３分の割合による

金員を支払うよう訴えを提起したため、被告となるべき者に対し、アンカーボルト

の修理代相当額５５,０００円及び弁護士費用５，５００円並びに令和５年７月８

日から支払済に至るまで年３分の割合による金員の支払いを求める反訴を提起する

ものである。 

 

 



 

５－１ 

議案第５号 

   陸前高田市議会議員及び陸前高田市長の選挙における選挙運動用自動車の使用

並びにビラ及びポスターの作成の公営に関する条例の一部を改正する条例 

 陸前高田市議会議員及び陸前高田市長の選挙における選挙運動用自動車の使用並び

にビラ及びポスターの作成の公営に関する条例（平成６年条例第３２号）の一部を改

正する条例を別紙のとおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

９６条第１項第１号の規定により、議会の議決を求める。 

  令和７年９月４日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

 提案理由 

 公職選挙法施行令の改正に伴い、所要の改正をしようとして提案するものである。 

  



 

５－２ 

   陸前高田市議会議員及び陸前高田市長の選挙における選挙運動用自動車の使用

並びにビラ及びポスターの作成の公営に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

 陸前高田市議会議員及び陸前高田市長の選挙における選挙運動用自動車の使用並び

にビラ及びポスターの作成の公営に関する条例（平成６年条例第３２号）の一部を次

のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

 （ビラの作成の公営） 

第６条 候補者は、７円７３銭にビラの作成枚数

（当該作成枚数が法第１４２条第１項第６号に

定める選挙の区分に応じ、同号に定める枚数を

超える場合には、同号に定める枚数）を乗じて

得た金額の範囲内で、ビラを無料で作成するこ

とができる。この場合において、第２条ただし

書の規定を準用する。 

 （ビラの作成の公営） 

第６条 候補者は、８円３８銭にビラの作成枚数

（当該作成枚数が法第１４２条第１項第６号に

定める選挙の区分に応じ、同号に定める枚数を

超える場合には、同号に定める枚数）を乗じて

得た金額の範囲内で、ビラを無料で作成するこ

とができる。この場合において、第２条ただし

書の規定を準用する。 

 （ビラの作成における公費の支払） 

第８条 市は、候補者（前条の規定による届出を

した者に限る。）が同条の契約に基づき当該契

約の相手方であるビラの作成を業とする者に支

払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成さ

れたビラの１枚当たりの作成単価（当該作成単

価が７円７３銭を越える場合には、７円７３ 

銭）に当該ビラの作成枚数（当該候補者を通じ 

て法第１４２条第１項第６号に定める選挙の区 

分に応じ、同号に定める枚数の範囲内のもので 

あることにつき、委員会が定めるところにより、 

当該候補者からの申請に基づき、委員会が確認 

したものに限る。）を乗じて得た金額を、第６ 

条後段において準用する第２条ただし書に規定 

する要件に該当する場合に限り、当該ビラの作 

成を業とする者からの請求に基づき、当該ビラ 

の作成を業とする者に対し支払う。 

 （ビラの作成における公費の支払） 

第８条 市は、候補者（前条の規定による届出を

した者に限る。）が同条の契約に基づき当該契

約の相手方であるビラの作成を業とする者に支

払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成さ

れたビラの１枚当たりの作成単価（当該作成単

価が８円３８銭を越える場合には、８円３８ 

銭）に当該ビラの作成枚数（当該候補者を通じ 

て法第１４２条第１項第６号に定める選挙の区 

分に応じ、同号に定める枚数の範囲内のもので 

あることにつき、委員会が定めるところにより、 

当該候補者からの申請に基づき、委員会が確認 

したものに限る。）を乗じて得た金額を、第６ 

条後段において準用する第２条ただし書に規定 

する要件に該当する場合に限り、当該ビラの作 

成を業とする者からの請求に基づき、当該ビラ 

の作成を業とする者に対し支払う。 

 （ポスターの作成の公営） 

第９条 候補者は、５４１円３１銭に当該選挙が

行われる区域におけるポスター掲示場の数を乗

じて得た金額に３１６，２５０円を加えた金額

を当該選挙が行われる区域におけるポスター掲

示場の数で除して得た金額（１円未満の端数が

ある場合には、その端数は、１円とする。以下

「単価の限度額」という。）にポスターの作成

枚数（当該作成枚数が、当該選挙が行われる区

域におけるポスター掲示場の数に相当する数を

超える場合には、当該相当する数）を乗じて得

 （ポスターの作成の公営） 

第９条 候補者は、５８６円８８銭に当該選挙が

行われる区域におけるポスター掲示場の数を乗

じて得た金額に３１６，２５０円を加えた金額

を当該選挙が行われる区域におけるポスター掲

示場の数で除して得た金額（１円未満の端数が

ある場合には、その端数は、１円とする。以下

「単価の限度額」という。）にポスターの作成

枚数（当該作成枚数が、当該選挙が行われる区

域におけるポスター掲示場の数に相当する数を

超える場合には、当該相当する数）を乗じて得
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た金額の範囲内で、ポスターを無料で作成する

ことができる。この場合において、第２条ただ

し書の規定を準用する。 

た金額の範囲内で、ポスターを無料で作成する

ことができる。この場合において、第２条ただ

し書の規定を準用する。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第６号 

   陸前高田市印鑑条例及び陸前高田市手数料条例の一部を改正する条例 

 陸前高田市印鑑条例（平成４年条例第１７号）及び陸前高田市手数料条例（平成 

１２年条例第８号）の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するため、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により、議会の議決を求め

る。 

  令和７年９月４日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

 提案理由 

 電気通信事業法の改正に伴い、所要の改正をしようとして提案するものである。 
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   陸前高田市印鑑条例及び陸前高田市手数料条例の一部を改正する条例 

 

 

 （陸前高田市印鑑条例の一部改正） 

第１条 陸前高田市印鑑条例（平成４年条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

 （印鑑登録証明書の交付） 

第１５条 ヽヽヽ（略） 

２ ヽヽヽ（略） 

３ 前２項の規定にかかわらず、被登録者は、市

長が指定する電子計算機で、個人番号カード（行

政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律（平成２５年法律第 

 ２７号）第２条第７項に規定する個人番号カー

ドであって、電子署名等に係る地方公共団体情

報システム機構の認証業務に関する法律（平成

１４年法律第１５３号）第２２条第１項に規定

する個人番号カード利用者証明用電子証明書が

記載されているものに限る。）又は移動端末設備

（電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）

第１２条の２第４項第２号ロに規定する移動端

末設備であって、電子署名等に係る地方公共団

体情報システム機構の認証業務に関する法律第

３５条の２第１項に規定する移動端末設備用利

用者証明用電子証明書が記載されているものに

限る。）を利用し、利用者自らが必要な操作を行

うことにより、印鑑登録証明書の交付を申請し、

その交付を受けることができる。 

 （印鑑登録証明書の交付） 

第１５条 ヽヽヽ（略） 

２ ヽヽヽ（略） 

３ 前２項の規定にかかわらず、被登録者は、市

長が指定する電子計算機で、個人番号カード（行

政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律（平成２５年法律第 

 ２７号）第２条第７項に規定する個人番号カー

ドであって、電子署名等に係る地方公共団体情

報システム機構の認証業務に関する法律（平成

１４年法律第１５３号）第２２条第１項に規定

する個人番号カード利用者証明用電子証明書が

記載されているものに限る。）又は移動端末設備

（電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）

第１２条の２第４項第３号ロに規定する移動端

末設備であって、電子署名等に係る地方公共団

体情報システム機構の認証業務に関する法律第

３５条の２第１項に規定する移動端末設備用利

用者証明用電子証明書が記載されているものに

限る。）を利用し、利用者自らが必要な操作を行

うことにより、印鑑登録証明書の交付を申請し、

その交付を受けることができる。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （陸前高田市手数料条例の一部改正） 

第２条 陸前高田市手数料条例（平成１２年条例第８号）の一部を次のように改正す

る。 

改  正  前 改  正  後 

 （手数料の免除） 

第５条 ヽヽヽ（略） 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が指定する電

子計算機で、個人番号カード（行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条

第７項に規定する個人番号カードをいう。）又は

移動端末設備（電気通信事業法（昭和５９年法

律第８６号）第１２条の２第４項第２号ロに規

 （手数料の免除） 

第５条 ヽヽヽ（略） 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が指定する電

子計算機で、個人番号カード（行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条

第７項に規定する個人番号カードをいう。）又は

移動端末設備（電気通信事業法（昭和５９年法

律第８６号）第１２条の２第４項第３号ロに規
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定する移動端末設備をいう。）を利用し、利用者

自らが必要な操作を行うことにより、謄本又は

抄本若しくは証明書の交付を申請し、その交付

を受ける場合については、手数料を徴する。 

定する移動端末設備をいう。）を利用し、利用者

自らが必要な操作を行うことにより、謄本又は

抄本若しくは証明書の交付を申請し、その交付

を受ける場合については、手数料を徴する。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この条例は、電気通信事業法及び日本電信電話株式会社等に関する法律の一部を改

正する法律（令和７年法律第４６号）の施行の日から施行する。 
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議案第７号 

   陸前高田市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例 

 陸前高田市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成７年条例第９号）の

一部を改正する条例を別紙のとおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第 

６７号）第９６条第１項第１号の規定により、議会の議決を求める。 

  令和７年９月４日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

提案理由 

 職員から妊娠又は出産等についての申出があった場合における任命権者が講じなけ

ればならない措置等を定めようとして提案するものである。 

  



 

７―２ 

   陸前高田市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

 陸前高田市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成７年条例第９号）の 

一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（妊娠又は出産等についての申出があった場合

における措置等） 

第１６条 任命権者は、職員が当該任命権者に対

し、職員の育児休業等に関する条例（平成４年条

例第９号）第２１条第１項の規定による申出（以

下この項において「申出」という。）をしたとき

は、当該職員に対して、次に掲げる措置を講じな

ければならない。 

 ⑴ 申出をした職員の仕事と育児との両立に資

する制度又は措置（次号において「出生時両立

支援制度等」という。）その他の事項を知らせ

るための措置 

 ⑵ 出生時両立支援制度等の利用に係る申告等

に係る当該職員の意向を確認するための措置 

 ⑶ 申出に係る子の心身の状況又は育児に関す

る当該職員の家庭の状況に起因して当該子の

出生の日以後に発生し、又は発生することが予

想される職業生活と家庭生活との両立の支障

となる事情の改善に資する事項に係る当該職

員の意向を確認するための措置 

２ 任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員

（以下この項において「対象職員」という。）に

対して、規則で定める期間内に、次に掲げる措置

を講じなければならない。 

 ⑴ 対象職員の仕事と育児との両立に資する制

度又は措置（次号において「育児期両立支援制

度等」という。）その他の事項を知らせるため

の措置 

 ⑵ 育児期両立支援制度等の利用に係る申告等

に係る対象職員の意向を確認するための措置 

 ⑶ 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況

又は育児に関する対象職員の家庭の状況に起

因して発生し、又は発生することが予想される

職業生活と家庭生活との両立の支障となる事

情の改善に資する事項に係る対象職員の意向

を確認するための措置 

３ 任命権者は、第１項第３号又は前項第３号の規

定により職員の意向を確認した場合は、当該意向

に配慮しなければならない。 

４ 任命権者は、第１項第３号又は第２項第３号の
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第１６条～第１８条 ヽヽヽ（略） 

規定により確認した職員の意向の内容を理由と

して、当該職員が不利益な取扱いを受けることが

ないようにしなければならない。 

第１７条～第１９条 ヽヽヽ（略） 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 
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議案第８号 

   職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第９号）の一部を改正する条例を別

紙のとおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第

１号の規定により、議会の議決を求める。 

  令和７年９月４日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

提案理由 

 職員の部分休業の承認要件の緩和等のため、所要の改正をしようとして提案するも

のである。 
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   職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

 職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第９号）の一部を次のように改正す

る。 

改  正  前 改  正  後 

（部分休業をすることができない職員） 

第１７条 育児休業法第１９条第１項の条例で定

める職員は、次のとおりとする。 

⑴ ヽヽヽ（略） 

⑵ 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を

考慮して規則で定める非常勤職員以外の非常

勤職員（地方公務員法第２２条の４第１項に

規定する短時間勤務の職を占める職員を除

く。次条第３項において同じ。） 

（部分休業   の承認） 

第１８条 部分休業（育児休業法第１９条第１項に

規定する部分休業をいう。以下同じ。）ああああ

あああああああああああああああああああの承

認は、正規の勤務時間（非常勤職員にあっては、

当該非常勤職員について定められた勤務時間）の

始め又は終わりにおいて、３０分を単位として行

うものとする。 

２ 規則で定める職員（非常勤職員を除く。）に対

する部分休業   の承認については、１日につ

き２時間から規則で定める時間を減じた時間を

超えない範囲内で行うものとする。 

３ 非常勤職員に対する部分休業   の承認に

ついては、１日につき、当該非常勤職員について

１日につき定められた勤務時間から５時間４５

分を減じた時間を超えない範囲内で（規則で定め

る場合にあっては、当該時間を超えない範囲内

で、かつ、２時間から規則で定める時間を減じた

時間を超えない範囲内で）行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（部分休業をすることができない職員） 

第１７条 育児休業法第１９条第１項の条例で定

める職員は、次のとおりとする。 

⑴ ヽヽヽ（略） 

⑵ 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を

考慮して規則で定める非常勤職員以外の非常

勤職員（地方公務員法第２２条の４第１項に

規定する短時間勤務の職を占める職員を除

く。次条第３項において同じ。） 

（第１号部分休業の承認） 

第１８条 育児休業法第１９条第２項第１号に掲

げる範囲内で請求する同条第１項に規定する部

分休業（以下「第１号部分休業」という。）の承

認は、１５分正規の勤務時間（非常勤職員にあっ

ては、当該非常勤職員について定められた勤務時

間）の始め又は終わりにおいててを単位として行

うものとする。 

２ 規則で定める職員（非常勤職員を除く。）に対

する第１号部分休業の承認については、１日につ

き２時間から規則で定める時間を減じた時間を

超えない範囲内で行うものとする。 

３ 非常勤職員に対する第１号部分休業の承認に

ついては、１日につき、当該非常勤職員について

１日につき定められた勤務時間から５時間４５

分を減じた時間を超えない範囲内で（規則で定め

る場合にあっては、当該時間を超えない範囲内

で、かつ、２時間から規則で定める時間を減じた

時間を超えない範囲内で）行うものとする。 

（第２号部分休業の承認） 

第１８条の２ 育児休業法第１９条第２項第２号

に掲げる範囲内で請求する同条第１項に規定す

る部分休業（以下「第２号部分休業」という。）

の承認は、１時間を単位として行うものとする。

ただし、次の各号に掲げる場合にあっては、当該

各号に定める時間数の第２号部分休業を承認す

ることができる。 

 ⑴ １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を

単位とした時間がある場合であって、当該勤務

時間の全てについて承認の請求があったとき   

   当該勤務時間の時間数 
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（部分休業をしている職員の給与の取扱い） 

第１９条 職員が部分休業分休業又は第２号部分

休業の承認を受けて勤務しない場合には、給与

条例第１２条第１項の規定にかかわらず、その

勤務しない１時間につき、同条第２項に規定す

る勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を

支給する。 

（部分休業の承認の取消事由） 

第２０条 第１３条の規定は、部分休業について準

用する。 

 

 ⑵ 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の

端数がある場合であって、当該残時間数の全て

について承認の請求があったとき 当該残時

間数 

（部分休業の請求の申出に係る１年の期間） 

第１８条の３ 育児休業法第１９条第２項の条例

で定める１年の期間は、毎年４月１日から翌年３

月３１日までとする。 

（第２号部分休業の上限時間） 

第１８条の４ 育児休業法第１９条第２項第２号

の条例で定める時間は、次の各号に掲げる職員の

区分に応じ、当該各号に定める時間とする。 

⑴ 非常勤職員以外の職員 ７７時間３０分 

⑵ 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日

当たりの勤務時間数に１０を乗じて得た時間 

（部分休業の請求に係る申出の内容を変更する

ことができる特別の事情） 

第１８条の５ 育児休業法第１９条第３項の条例

で定める特別の事情は、配偶者が負傷又は疾病に

より入院したこと、配偶者と別居したことその他

の同条第２項の規定による申出時に予測するこ

とができなかった事実が生じたことにより同条

第３項の規定に基づく変更をしなければ職員の

小学校就学の始期に達するまでの子の養育に著

しい支障が生じると任命権者が認める事情とす

る。 

（部分休業をしている職員の給与の取扱い） 

第１９条 職員が第１号部分休業又は第２号部分

休業の承認を受けて勤務しない場合には、給与

条例第１２条第１項の規定にかかわらず、その

勤務しない１時間につき、同条第２項に規定す

る勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を

支給する。 

（部分休業の承認の取消事由） 

第２０条 育児休業法第１９条第６項において準

用する育児休業法第５条第２項の条例で定める

事由は、職員が育児休業法第１９条第３項の規定

に基づく変更をしたときとする。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１９条第１

項の規定により、同条第２項第２号に掲げる範囲内において、この条例の施行の日



８―４ 

から令和８年３月３１日までの間における同条第１項に規定する部分休業の承認の

請求をする場合におけるこの条例による改正後の職員の育児休業等に関する条例第

１８条の４の規定の適用については、同条第１号中「７７時間３０分」とあるのは

「３８時間４５分」と、同条第２号中「１０」とあるのは「５」とする。 

（陸前高田市上下水道事業に従事する企業職員の給与の種類及び基準に関する条例

の一部改正） 

３ 陸前高田市上下水道事業に従事する企業職員の給与の種類及び基準に関する条例

（昭和４３年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

 （管理職手当） 

第４条 管理職手当は、管理又は監督の地位にある

職員の数のうち、その特殊性に基づき管理者の権

限を行う市長水道事業及び下水道事業の（以下

「権限を行う市長」という。）が指定するものに

ついて支給する。 

（給与の減額） 

第１６条 ヽヽヽ（略） 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の

始期に達するまでの子（地方公務員の育児休業等

に関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「育

児休業法」という。）第２条第１項に規定する子

をいう。）を養育するため１日の勤務時間の全部

又は一部（２時間１日につき又は１年につき権限

を行う市長が定める時間を超えない範囲内の時

間に限る。）を勤務しないことをいう。）、介護休

暇（当該職員が要介護者（配偶者、父母、子、配

偶者の父母その他権限を行う市長が指定する者

で負傷、疾病又は老齢により権限を行う市長が指

定する期間にわたり日常生活を営むのに支障が

あるものをいう。以下同じ。）の介護をするため、

権限を行う市長が、職員の申出に基づき、要介護

者の各々が当該介護を必要とする一の継続する

状態ごとに指定する期間内において勤務しない

ことが相当であると認められる場合における休

暇をいう。）又は介護時間（当該職員が要介護者

の介護をするため、要介護者の各々が当該介護を

必要とする一の継続する状態ごとに、権限を行う

市長が指定する期間内において１日の勤務時間

の一部につき勤務しないことが相当であると認

められる場合における休暇をいう。）の承認を受

けて勤務しない場合には、前項の規定にかかわら

ず、その勤務しない１時間につき、勤務１時間当

たりの給与額を減額した給与を支給する。 

３ ヽヽヽ（略） 

 （管理職手当） 

第４条 管理職手当は、管理又は監督の地位にある

職員の数のうち、その特殊性に基づき水道事業及

び下水道事業の管理者の権限を行う市長（以下

「権限を行う市長」という。）が指定するものに

ついて支給する。 

（給与の減額） 

第１６条 ヽヽヽ（略） 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の

始期に達するまでの子（地方公務員の育児休業等

に関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「育

児休業法」という。）第２条第１項に規定する子

をいう。）を養育するため１日の勤務時間の全部

又は一部（１日につき２時間又は１年につき権限

を行う市長が定める時間を超えない範囲内の時

間に限る。）を勤務しないことをいう。）、介護休

暇（当該職員が要介護者（配偶者、父母、子、配

偶者の父母その他権限を行う市長が指定する者

で負傷、疾病又は老齢により権限を行う市長が指

定する期間にわたり日常生活を営むのに支障が

あるものをいう。以下同じ。）の介護をするため、

権限を行う市長が、職員の申出に基づき、要介護

者の各々が当該介護を必要とする一の継続する

状態ごとに指定する期間内において勤務しない

ことが相当であると認められる場合における休

暇をいう。）又は介護時間（当該職員が要介護者

の介護をするため、要介護者の各々が当該介護を

必要とする一の継続する状態ごとに、権限を行う

市長が指定する期間内において１日の勤務時間

の一部につき勤務しないことが相当であると認

められる場合における休暇をいう。）の承認を受

けて勤務しない場合には、前項の規定にかかわら

ず、その勤務しない１時間につき、勤務１時間当

たりの給与額を減額した給与を支給する。 

３ ヽヽヽ（略） 



８―５ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 

 



 

９―１ 

議案第９号 

   大肝入吉田家住宅復元基金条例の一部を改正する条例 

 大肝入吉田家住宅復元基金条例（平成２９年条例第１９号）の一部を改正する条例

を別紙のとおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１

項第１号の規定により、議会の議決を求める。 

  令和７年９月４日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

 提案理由 

陸前高田市旧吉田家住宅主屋の完成に伴い、所要の改正をしようとして提案するも

のである。 

 

 

  



 

９―２ 

   大肝入吉田家住宅復元基金条例の一部を改正する条例 

 

 

 大肝入吉田家住宅復元基金条例（平成２９年条例第１９号）の一部を次のように

改正する。 

改  正  前 改  正  後 

   大肝入吉田家住宅復元基金条例 

 

 

（設置） 

第１条 東日本大震災によって被災した大肝入 

吉田家住宅の復元を図るため、大肝入吉田家 

住宅復元基金（以下「基金」という。）を設

置する。 

 （積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、大肝入吉

田家住宅の復元を目的とする寄附金その他の

収入をもって充て、一般会計歳入歳出予算で

定める。 

陸前高田市旧吉田家住宅主屋基金条例 

 

 

（設置） 

第１条 陸前高田市旧吉田家住宅主屋の維持管 

理に充てるため、陸前高田市旧吉田家住宅主

屋基金   （以下「基金」という。）を設

置する。 

 （積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、大肝入吉

田家住宅の復元を目的とする寄附金その他の

収入をもって充て、一般会計歳入歳出予算で

定める。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 
  

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



 

１０－１ 

議案第１０号 

   陸前高田市市営住宅条例の一部を改正する条例 

 陸前高田市市営住宅条例（平成９年条例第１８号）の一部を改正する条例を別紙の

とおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号

の規定により、議会の議決を求める。 

  令和７年９月４日提出 

陸前高田市長 佐々木   拓  

 

 

 提案理由 

 市営住宅栃ヶ沢団地の戸数を減じようとして提案するものである。 

  



 

１０－２ 

   陸前高田市市営住宅条例の一部を改正する条例 

 

 

 陸前高田市市営住宅条例（平成９年条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

別表（第３条関係） 

団地名 戸数 共同施設 位置 

～（略）～ 

栃ヶ沢 ２６  ～（略）～ 

～（略）～ 
 

別表（第３条関係） 

団地名 戸数 共同施設 位置 

～（略）～ 

栃ヶ沢 １６  ～（略）～ 

～（略）～ 
 

  

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 


